
津波時の指定緊急避難場所としての使用に関する協定書

宮崎市（以下「甲」という。）と株式会社　○○（以下「乙」という。）は、宮崎市に津波が発生し、又は発生するおそれがある場合、災害対策基本法で規定する、津波時の指定緊急避難場所として、乙の所有する施設を使用することについて、次のとおり協定を締結する。

（使用施設）

第１条　乙は、次に掲げる施設（以下「使用施設」という。）を公共福祉の立場から津波時の指定緊急避難場所として甲に使用させるものとする。

	施設名称
	
	構 造 等
	鉄筋コンクリート○階造

	所 在 地
	
	建 築 年
	昭和○○年築

平成○○年耐震工事完了

	所 有 者
	株式会社

代表取締役会長兼社長

○○
	その他
	


（使用範囲）

第２条　甲は、次に掲げる範囲を津波時の指定緊急避難場所として使用するものとする。

	避難場所
	３階　○○ホール

２階　○○広場

	収容人員
	○名

	入り口
	各出入口


（使用目的）

第３条　甲は、津波が発生し、又は津波による災害が発生するおそれがある場合に限

り、使用施設を地域住民等の津波時の指定緊急避難場所として使用するものとする。

（使用期間）

第４条　使用施設の使用期間は、津波による災害が発生するおそれがあるとき、又は

津波警報が発表されたときから、津波に関する避難勧告・指示が解除されたときまで

とする。

（避難対象者）

第５条　この協定に基づく避難の対象者は、地域住民等とする。

（施設の使用料）

第６条　施設の使用料は無料とする。

（施設･備品の破損時等の対応）

第７条　使用施設が津波時の指定緊急避難場所として使用された場合の施設の破損については、甲が復旧に係る費用を負担するものとする。

（避難時の事故等に係る責任）

第８条　乙は、使用施設に地域住民等が避難した際に発生した事故等に対する責任を一

切負わないものとする。ただし、乙の責に帰すべき事由による事故等については、こ

の限りではない。

（使用範囲変更の報告）

第９条　乙は、この協定の締結後、使用施設の増改築等により第２条に係る事項に変

更が生じたとき、又は何らかの事情により施設の使用が不可能となるときは、所定の様式により甲に連絡するものとする。

　　　　

（疑義が生じた場合の協議）

第１０条　本協定に定めのない事項及びこの協定に関して疑義が生じたときは、その都

度、甲、乙双方が協議して定めるものとする。

（有効期間）

第１１条　この協定は、平成　　年　 月 　日からその効力を有するものとし、その有

効期間は協定締結の日から３年間とする。

２　甲又は乙が、文書をもって協定の終了を通知しない限り、その効力は持続するものとする。

　この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有するものとする。

平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　甲　宮崎市橘通西一丁目１番１号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎市

宮崎市長

　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　乙　宮崎県宮崎市　丁目　番地　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○

　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役会長兼社長　　○○
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○○（施設管理者様）


宮崎市








